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1．和文アブストラクト 

既存研究は、真正性（Authenticity）がブランド価値や消費者信頼に重要であるとしつ

つも、伝統的な真正性の不変性に注目するあまり、その意味の変化過程を十分に説明でき

ていない。これに対し本研究は、真正性がどのように再構築されるのかを実証的に検討す

る。具体的には、煎茶・玉露市場で劣位にあった西尾地域が、業界トップメーカーである

（株）あいやを中心にニッチな碾茶（抹茶）市場に活路を見出し、地域間競争を通じて競

争者を巻き込み、伝統的真正性を維持しながらも減農薬・無農薬・健康食品という新たな

次元を取り入れ、抹茶を世界展開させた過程を分析する。本研究は、抹茶を単なる日本文

化の輸出ではなく、健康食品市場への適応による新たな真正性の形成と捉え、カテゴリー

の変容プロセスの一般化モデルの提案を通じて、製品市場拡張と真正性再構築のメカニズ

ムを解明する。提案される一般化モデルは、成熟市場の脱成熟化戦略の考察にも有効であ

り、現実的な応用可能性を有している。 

 

2．英文アブストラクト 

Existing research has emphasized the importance of authenticity in brand value and consumer trust 

but has focused too much on the consistency of traditional authenticity, failing to adequately explain 

the process of change in its meaning. In contrast, this study empirically examines how authenticity 

is reconstructed. Specifically, this study analyzes the process by which the Nishio region, which 

was in a disadvantaged position in the sencha and gyokuro markets, found a new opportunity in the 

niche Tencha (Matcha) market. Centered around the top manufacturer, Aiya Co., Ltd., the region 

engaged in interregional competition, incorporating new dimensions such as reduced pesticide use, 

pesticide-free production, and health foods while maintaining traditional authenticity, and 

successfully expanded matcha into global markets. This study views matcha not merely as an export 

of Japanese culture but as the formation of new authenticity through adaptation to the health food 

market. By proposing a generalized model of the process of category transformation, it aims to 



 

elucidate the mechanisms underlying product market expansion and authenticity reconstruction. The 

proposed generalized model is also effective for examining strategies for the de-maturation of 

mature markets and possesses practical applicability. 

 

 3．研究目的 

（1）研究背景と研究目的 

嗜好品を語る上で、「本物であること（ホンモノ）」を意味する「真正性（Authenticity）」

は不可欠な概念である。なぜなら、大衆化以前の嗜好品は、虚偽や模倣ではなく「ホンモ

ノ」でなければならず、それ故に歴史や伝統と紐付けられた普遍性を有し、さらに愛好者

個人の志向や精神、そして性格を忠実に投影するものでなければならないからである。特

に、3D プリンターや生成 AI などの近年の技術革新は、模倣品の大量生産を加速させ、

「ホンモノの重要性」を高めている。 

既存研究もまた、ブランド価値と消費者信頼の向上に重要な役割を果たすという点で、

本物であることの重要性を繰り返して強調してきた（Kapferer，2014；Sharma，Soni，

Borah，&Haque，2022；Södergren，2021）。もっとも、既存研究は歴史や文化に根ざした

＜伝統的な意味＞での本物であることの重要性を強調してきたが、「本物であること」の

意味が、経時的にどのように変化し、時に再構築されるのかという点については、等閑視

してきたように思われる。具体的には、既存研究の多くは、「真正性（本物であること、

その程度）」という概念を、市場の動的変化を説明する概念ではなく、市場の安定性を説

明する概念として利用してきたように思われる。例えば、多くの既存研究は、「真正性」

という概念を歴史や伝統と強く紐付け、既存の「真正性」の普遍性や再生産過程に注目し

てきた。その結果、既存研究はすでに存在する「既存の真正性」が、いつどのような条件

で「新たな真正性」と共存し、時として代替されるかについて明らかにできていない、と

いう課題を抱えている。 

本研究は、このような理論的研究課題を実証的視点から検討するものである。具体的に

本研究では、歴史的に確立された既存の製品評価体系の下で宇治や静岡といった主たる生

産地に対して、煎茶・玉露といった製品セグメントで劣後していた西尾地域に着目する。

具体的には、比較劣位にあり、市場規模で相対的にニッチ市場であった碾茶（抹茶）に製

品セグメント上の生存領域を求めざるを得なかった西尾地域の発展過程と、その後の生産

地間の市場競争および製品市場の変化に注目する。特に、西尾地域の成長の牽引役となっ

た抹茶製造企業で、日本国内の抹茶製造のトップメーカーである（株）あいやという企業

による先駆的な企業行動を起点にして、事後的に製品市場が経時的に変化した一連の過程

を明らかにする。 

一連の過程を多様な主体と生産地域間の競争を通じた相互作用として多層的に検討して

いくことで、集計レベルとしての国内・海外での製品市場が伝統や歴史文化に根ざした既



 

存の「真正性」を維持しながらも、事後的に減農薬や無農薬、そして健康食品という新次

元を導入することで新たな「真正性」を構築し、海外顧客の獲得と抹茶の世界展開に成功

した一連の過程を解明する。 

本研究は、抹茶という日本文化の一部を代表する嗜好品の海外市場展開過程を、単なる

日本文化の輸出過程として表層的に捉えるのではなく、過去の伝統や日本文化に一義的に

制約・拘束されることなく、健康食品としての潜在的可能性を訴求することで世界的に受

容され、新たな「真正性」の形成と確立に成功した過程として捉える点にその特徴がある。 

具体的には、「カテゴリーの創造」による製品市場の拡張戦略を通じて、既存の「真正

性」の再構築が可能となり得る一連のメカニズムを一般化可能な説明モデルとして導出す

ることが、本研究が目指す理論的貢献である。このような視点は、「真正性」の戦略的な

可変可能性に注目するからこそ可能となる視点であり、成熟市場の脱成熟化のあり方を具

体的に考える上でも有効な考え方で、汎用性や現実妥当性も小さくないものである。 

 

（2）理論的背景と具体的な研究課題 

本物であること、あるいはその程度を意味する真正性という概念は、「本物であること」

「正直であること」「真摯であること」を一般的に意味している（Dutton，2003）。この概

念は、人工物や個人、あるいは個人が属する集団や組織の属性や行動に関する客観的な

「真実」や「事実」それ自体ではなく、多様なステークホルダーが「真実」や「事実」の

解釈に関する社会的に共有される合意の範囲とその程度を指す、とされている（Peterson，

2005）。真正性には、「一貫性としての本物性」「適合性としての本物性」「つながりとして

の本物性」という相互に関連する 3 つの側面があることが知られている（Lehman, 

O'Conner, Kovács, & Newman, 2019）。 

また、真正性は個人や集団、あるいは組織の評判獲得や市場地位の確立に不可欠なもの

であり、特にマーケティング分野では顧客に対して真正性を訴求することで、顧客からの

信頼獲得と顧客による認知価値を高める役割があることが知られている（Kovács，Carroll，

& Lehman，2014；Södergren，2021）。しかし、本物であることは、当該製品やサービスの

社会・経済的価値を高めることが良く知られているものの（Dutton，2003）、他方で真正

性を戦略的に管理・操作することが容易ではないこともよく知られた事実である

（Schifeling & Demetry，2021）。 

加えて、多くの既存研究は、個人や組織が製品やサービスを主体的に改変することで、

市場や社会における真正性を確立する重要性を主張するものの、経時的に安定的で固定的

と見なされることが多い既存製品やサービスの真正性がどのように変化し、戦略的に改変

可能なのかついては、十分な検討を行っていない。そもそも、市場競争がもたらす多様な

影響にも目を向けると、外部環境が長期的に安定し、不変であることはほとんどない。む

しろ市場競争がもたらす多様な変化は、時として既存の真正性を「時代遅れ」の象徴とす



 

る可能性さえ指摘することが可能である。このような点を踏まえれば、環境変化への適応

の中で既存の真正性を変化させることは、企業の長期的な存続を考える上で重大な戦略的

経営課題でもある。 

その一方で、変化する市場ニーズに適応することは、市場競争を通じた事業存続のため

に確かに不可欠であるが、他方で真正性が依拠する既存の価値体系からの過度な逸脱は、

当該製品やサービスの真正性を損ない、その正当性を脅かす可能性もある。このような既

存の価値体系に基づいて「本物であること」を維持することと、変化する環境に適応すべ

く、新たに「本物であること」を創造することとの間の矛盾は、学術的にも興味深いパラ

ドックスでもある。このパラドックスがどのように戦略的に管理され、真正性の意味が経

時的に変容する過程を調査・分析することは、真正性に関する学術的理解と実務的意義の

双方においても、有用な知見をもたらすはずである。 

 

4．研究方法 

（1）採用した研究方法論 

本研究では、文化、伝統、時間、地域に深く根ざした独特の意味体系に埋め込まれ、時

に暗黙的に理解される供給者と消費者双方の評価体系の変化を間接的に同定するため、単

一事例分析法に基づく多面的な分析を実施した。このような研究手法を採用する積極的な

理由は、組織レベル、地域レベル、そして製品市場カテゴリーレベルという異なる分析レ

ベルで、しかも時間経過に伴うマクロ要因とミクロ要因の動的相互作用過程を検証するた

めである。単一事例という点で一般化の限界はあるものの、縦断的データを活用すること

で、研究者は時間依存的な動的プロセスを明らかにすることが可能となる（Siggelkow，

2007）。 

（2）事例の選択 

本研究は真正性を具体的に検討する事例研究の対象として、日本の茶道文化の重要な構

成要素の一つであり、文化的に消費される商品から構成される緑茶の一カテゴリーである

「抹茶」を取り上げた（図 1 参照）。抹茶は、少なくとも日本において、文化、歴史、伝

統、地域、あるいは職人技と関連付けられ、異なる生産地域間で明確な階層構造が存在す

る製品である。本研究で着目する愛知県西尾地域は、生産地域の地位や社会的評価におい

て比較劣位の市場地位に歴史的に置かれていたにもかかわらず、抹茶を食品製品に展開し、

海外展開を積極的に推進することで成功を収めた地域である。市場の発展過程で、抹茶は

事後的に健康効果を有するオーガニック食品として徐々に位置付けられることとなる。 

この事例は、日本における抹茶の伝統的な飲料としての位置づけから逸脱するものであ

り、2000 年代初頭に始まった西尾地域とこの地域を本拠とする生産者（（株）あいや）の

20 年に及ぶ取り組みは、結果として元来の抹茶のカテゴリー境界を拡大することにも成

功した事例でもある。 



 

 

（3）分析手順 

組織、地域、製品カテゴリーなど、複数のレベルにわたる時間依存型の定性・定量プロ

セスデータを扱うため、多様な歴史的事象を整理し、真正性の変容プロセスを具体的に解

明するため、以下の 3 つのステップで詳細な時代区分の同定と、それに伴う関連主体の行

動と市場成果を整理した（Langley，1999）。具体的には、第一に製品カテゴリーレベルで

の抹茶市場の変化に焦点を当て、第二に地域間の抹茶生産の時間経過に伴う変化を分析し、

地域間の変容と製品カテゴリーレベルでの変化の相互作用を分析検討した。そして、第三

に主要生産地域に依拠する組織をさらに調査し、より詳細な利害関係者の行動を調査・検

討し、組織、地域、製品カテゴリー間のマルチレベルの相互作用がどのように真正性の変

容に寄与したのかについて検討した。一連の分析手順を経て、製品カテゴリーレベルの変

化を引き起こした地域レベルと組織レベルの要因を同定し、市場全体の変化というマクロ

集計レベルの結果をもたらした具体的なプロセスを整理・同定した（Kouamé & Langley，

2018）。 

（4）記事データ収集 

抹茶の製品カテゴリーレベルの変化を同定する作業には、抹茶製品の種類と抹茶カテゴ

リーに対する評価の変化を特定する独自の記事データを収集構築し分析に使用した。具体

的には、抹茶製品の種類の変化を捉えるため、1977 年から 2023 年までの抹茶関連の加工

食品・飲料・菓子の新製品発売に関する 10,337 件の日本語記事を、記事検索データベー

スである「日経テレコン」を通じて収集し、独自に構築した。各製品カテゴリー別の記事

数の時間的変化を分析することで、時間経過とともに増加した抹茶製品の種類を特定した。

また、抹茶カテゴリーの経時変化を日本国内市場とグローバル市場の両面で捉えるため、

抹茶と共起する関連語のデータと、その共起頻度の時間的変化を収集し分析した。さらに、

1981 年から 2023 年に発表された「Matcha」、「Maccha」、「Macha」、または「Green tea」と

いう用語を含む英語記事 16,320 件を NexisUni データベースから抽出し、分析に利用した。 



 

（5）公刊データの収集 

また、一般消費者の抹茶製品の市場カテゴリーに関する認識を間接的に把握するため、

Google Trends を使用して、日本語と英語の両方で関連する単語の検索規模に関するデー

タを収集した。加えて、抹茶を生産する地域や組織の変化を補足・分析するため、多様な

出版物から可能な限り多様な公刊データを収集した。具体的には、日経テレコンから「抹

茶」と「あいや」（抹茶カテゴリーの変革をリードした企業）をキーワードに、抹茶を食

品として宣伝する企業や地域、および抹茶カテゴリーの海外展開に関する新聞記事 366 ペ

ージを収集した。さらに、調査結果を補完するため、雑誌記事、企業事業報告書、地方自

治体の市場調査報告書や生産状況調査報告書、農林水産省の統計データと報告書、インタ

ーネット記事から、抹茶市場の拡大を多角的な視点から分析するための補足データを収集

した。 

（6）半構造化インタビューを通じた定性データの収集 

定性的データは、主として半構造化インタビューを通じた聞き取り調査によって収集し

分析を行った。具体的には、33 名の業界関係者への 19 件の半構造化インタビューを実施

し、合計 36 時間 41 分に相当するデータ収集を行った。これらのインタビュー協力者は、

京都、静岡、西尾、鹿児島という 4 つの主要な生産地域で生産・加工を行う組織に所属す

る個人である。具体的には、抹茶生産の長い歴史を持つ京都（6 名）、静岡（5 名）、およ

び抹茶製品の新たな可能性を最初に探求した西尾（12 名）、そして鹿児島（10 名）から構

成される 33 名である。インタビュー協力者には、中央／地方自治体職員、食品・飲料の

栽培から販売までを手掛ける企業の CEO、抹茶製造業者あるいは抹茶を利用した加工業

者などが含まれている。この多様なタイプのインタビュー協力者の選択は、幅広い異なる

タイプのデータの収集を可能にしただけでなく、特定の同一事象に対する主体間で異なる

解釈や評価を捉えることも可能にした。 

（7）定量データの分析 

定量データ分析は、3 つのステップを経て進められた。まず、抹茶製品の種類における

変化を分析し、抹茶の製品カテゴリーレベルでの変化を同定した。また、抹茶製品の新商

品発売に関する記事のカテゴリーを活用することで、時間経過に伴う抹茶製品の種類の増

加を同定した。さらに、新聞記事のテキストデータに自然言語処理技術（Kang，Cai，

Tan，Huang，& Liu，2020）を適用し、頻繁に言及される単語や共起する単語の変化を特

定し、さらに日本語と英語の両方で特定単語の Google 検索規模の傾向を分析することで、

経時的な市場変化を同定した。 

（8）定量データと定性データの統合 

さらに本研究では、新興の生産地域と伝統的な生産地域とが時間経過と共にどのように

変化し、さらに地域間の変化が抹茶製品カテゴリーの変化にどのように寄与したかについ

ても検討した。具体的には、公刊資料と書籍資料を用いて、抹茶生産地域の歴史的背景、



 

各地域や地域内の組織が市場変化と共に実施した新たな実践を調査した。その上で、収集

データを表形式で整理し、伝統的な生産実践と新たな取り組み（Cloutier & Ravasi，2021）

といった特定の次元に基づいて各地域を比較した。加えて、各地域の旧来の特徴と新たな

特徴とを比較し、新たな実践や実践に基づく新たな生産地域上の特徴がいつ、どの程度出

現したかについて詳細に比較検討することで、各地域がどのように変化し、生産拠点間の

競争や相互参照を通じて、各地域が抹茶製品カテゴリー上の変革にいつ、どのように、そ

してどの程度寄与したかを比較検討した。 

 

5．研究成果 

（1）個別企業に関する発見事実：（株）あいやによる戦略的企業行動 

（株）あいやの起源は、1888 年に創業者である杉田愛次郎が杉田商店を設立したこと

に遡る。創業当初から上級茶の製造を目指しており、1900 年ごろには茶の樹に覆いをか

けて育てる覆下栽培技術の向上に取り組み、商品価値の高い玉露の生産を目指した。そし

て、茶臼を用いて碾茶から抹茶を生産する体制は 1898 年に開始され、現在までこの生産

技術は継承され、磨かれ続けている。当時、主に宇治方面への販売を行っており、1920

年代からは事業を茶業へと一本化し、その後は栽培から加工に至る一貫生産ではなく、精

製と卸売りに特化することで、製茶工場の増設などを通じた生産性向上を実現させた。第

二次大戦中の爆撃によって大きな被害を受けたものの、戦後は再度販路を全国に広げ、復

興を遂げてきた。 

しかし同社は、1960 年代後半に容易には克服できない課題にも直面していた。それは、

抹茶が茶市場の中でもその規模でニッチな存在であったにもかかわらず、宇治という地域

ブランドが圧倒的なブランド価値を以て市場を支配していたという課題である。当時の生

産地としての西尾地域の知名度は低く、宇治の圧倒的ブランド力の前に大きな挫折を経験

していた。同社は、新規事業への多角化を通じて宇治への対抗を試みるのではなく、従来

からの主力製品である碾茶および抹茶に軸を置いたまま、この障壁を打破しようと試みた

のである。 

具体的に（株）あいやは、抹茶が歴史的に茶道文化と密接に結びつき、そのため専ら飲

用に生産されていたことを踏まえ、1970 年代半ばから新たにアイスクリームや洋菓子な

どの食品用抹茶の生産・販売に乗り出した。この取り組みは、茶道文化という歴史的な裏

付けを有するが故にホンモノであることを訴求できる京都もしくはその主たる生産地であ

る宇治にはその実現が難しく、歴史的な真正性の欠如を逆手に取った戦略であった。また、

宇治に比べて相対的に価格競争力が低いことは、新たな食品メーカーに相対的に低価格で

抹茶を売ることと整合的でもあった。このように（株）あいやは、洋菓子向けの抹茶新市

場創造に向けて動き出すこととなる。 

もっとも、食用抹茶の市場を創造することは、単に相対的に低価格で抹茶を売ることだ



 

けでは決して実現できなかった。なぜなら、食品メーカーに抹茶を供給するには、食品メ

ーカーが要求する高度な衛生基準を満たす必要があったからである。当時茶業界が当然視

していた衛生水準は、食品業界が求める衛生水準には遠く及ばなかった。同社もまた、食

用抹茶市場開拓を目的とした食品メーカーとの協業において、協業先から数多くの衛生管

理上の解決すべき課題を指摘されてきた。 

そこで同社は、様々な衛生管理上の課題を解決するために、工場内の工程を仕切った上

で食品メーカーでは当たり前だった衛生管理を積極的に推進し、従来業界では行われてい

なかった高度な水準での湿度・温度管理に取り組んだ。業界では先駆的な一連の改善活動

を通じて、抹茶を用いたアイスクリームの販売を皮切りに、クッキーやチョコレートなど

次々に抹茶味の菓子製品を手掛けることとなった。さらに 1980 年代には、菓子類以外の

加工食品に製品範囲を拡大することを構想し、より一層厳格な衛生基準を実現すべく、衛

生管理体制を強化した。当時抹茶は熱を加えることも、高温水で洗浄することもできない

と考えられており、雑菌による抹茶の汚染を防止する生産工程を構築する必要があった。 

衛生管理と並行して進められていたのは、抹茶の品質を保証する製造工程の確立であり、

衛生管理が抹茶の新たな用途開発を目的とした取り組みである一方で、品質管理は従来の

抹茶の魅力を維持するための取り組みであった。その代表例が、抹茶の鮮やかな緑色を加

工食品に利用しても維持できる技術の確立であった。同社による一連の開発活動とその成

果によって、同社の抹茶は菓子類のみならず麺類や水産加工品、米飯加工品や畜産加工品、

そして乳製品への利用も可能となった。このように（株）あいやは、自社で独自の衛生・

品質管理体制を確立させ、従来の抹茶の魅力を維持しつつ、他方で抹茶の新用途開拓に必

要となる高度な衛生・品質管理体制を確立させた。 

もっとも、そのような高度な衛生・品質管理体制は、顧客から見て明示的で透明性を担

保したものでなければ、必ずしも社会で広く受容されるものではない。そのため、主観的

に語られてきた衛生状態や品質の評価指標を、客観的な数値を以て業界外の主体に伝達す

る手段や手法も確立させる必要があった。例えば同社は、1985 年に業界に先駆け、抹茶

業界初の品質管理室を設け、微生物や残留農薬など品質や安全性の数値的分析を実施し、

それを社外の協業先が評価できる体制を築いた。 

同社の異なる客先の多様な食品加工へのニーズを満たすべく行われてきた継続的な改善

努力は、結果的に加工食品用抹茶の市場拡大に寄与することとなった。かつて主に飲用で

あった（株）あいやの抹茶は、2002 年には重量換算で 90%が食品向けの抹茶となった。

その後も、現在に至るまで生産する抹茶の 9 割以上が加工食品用であり、アイスクリーム

や菓子に始まり、せんべい、あめ、茶漬け用ふりかけ、茶そば、漢方薬にまで用いられる

ようになっている。 

このような加工食品用抹茶の国内市場拡大が、同社に海外展開に必要となる経済的な成

長原資をもたらした。同社は抹茶の海外輸出に向けた試行錯誤を 1983 年から開始した。



 

同社が海外展開を視野に入れて海外輸出に取り組んだ背景には、国内では宇治などの強豪

ブランドに肩を並べるのは容易ではなく、長期的には国内抹茶市場の成長が頭打ちになる

ことを予見していたことが挙げられる。むしろ、欧米などの海外においては、日本国内の

産地ブランドの価値が日本ほど大きくないため、国内市場でのブランド劣位が顕在化しに

くいだけでなく、紅茶やコーヒーを嗜む文化があるため潜在的需要があると考え、市場拡

大の可能性を模索していたのである。 

同社の本格的な海外展開の契機となったのは、1986 年に取引関係にあった商社から米

国で加工食品用抹茶を用いたアイスクリームを作ることを提案されたことに端を発してい

る。そこで同社は、国内で開発・販売してきた加工食品用抹茶を海外に輸出する試みを開

始した。その後、米国における日本食ブームや健康意識の高まりが追い風となり、勝機を

見出した同社は、2001 年にニューヨークに現地法人を設立した。米国では日本食ブーム

により「Green Tea」が認知の高まりを見せていた。加えて、含有成分であるカテキンの

動脈硬化の予防効果も雑誌で紹介され市場拡大の追い風となった。結果として、2001 年

の製菓大手やカフェチェーンとの契約を皮切りに、2002 年には米国内で健康食品メーカ

ーなど 120 社と、そして 2005 年には 200 社との契約にこぎ着けた。 

同社の先駆的な取り組みを契機にして、抹茶の定義は日本文化と密接に結びついた伝統

的な飲用製品から、結果として抹茶の健康効果や多様な用途に注目される食用製品へと拡

張された。その結果として、（株）あいやの海外事業は大きな成功を収めている。2002 年

でわずか 2%であった同社の海外輸出の売上比率は、2023 年では総売上の 65%となり、そ

の内訳は米国が 30%、25％が欧州、10%が東南アジアとなっている。売上比率だけでなく、

総販売重量に占める輸出の比率も急成長しており、2007 年で 8%であったが、2016 年には

50%に達し、2021 年以降は輸出重量が国内向け抹茶の供給重量を上回っている。 

 

（2）製品市場カテゴリーの変化：供給者側の発見事実 

上述の（株）あいやによる先駆的な企業行動が、抹茶業界の変革に一石を投じる契機と

なったことは間違いない。しかし、業界を構成する特定企業 1 社だけでは、抹茶という製

品市場カテゴリー全体が大きく変化したことを説明するには不十分である。そこで、既存

の製品カテゴリーの境界が既存と異なる形で拡大し、伝統的に飲料としてのみ使用されて

いた抹茶が加工食品の原料として広く様々な主体で採用され、結果的に国内消費からグロ

ーバル市場への輸出へと大幅に増加した一連の過程を説明するには、多様な影響要因もま

た考慮に入れる必要がある。 

その点を確認すべく、独自に構築した大規模テキストデータの分析から、抹茶が茶会で

の飲料という「文化的製品」として主として消費される商品から、加工食品の原料として

広く使用される商品へと進化し、結果的に国内のみならず海外輸出を通じて市場拡大した

過程を検討した。第一にその点を確認すべく、日本国内における抹茶製品が、加工食品の



 

原料として使用される割合が増加した事実を確認した。具体的には、図 2 に示すように、

抹茶製品数の全体的な増加に伴い、2002 年以降にスイーツ・パンという製品カテゴリー

における抹茶製品の新商品発売数が大幅に増加したことを確認し、さらに加工食品に分類

される抹茶製品も 2002 年以降増加したことを確認した。抹茶飲料の数量も増加している

ものの、その原因は伝統的な抹茶の飲み方とは異なる抹茶ラテや即飲用ボトル飲料などが

大きく伸長したためである。 

 

 

 

また、図 3 に示されるように、抹茶は 1985 年頃を境にアイスクリーム、和菓子、洋菓

子などの食品加工に利用され始め、抹茶を原料とした食品市場の規模が徐々に拡大したこ

とが読み取れる。この傾向は、大手食品ブランドによる 1996 年の抹茶風味のアイスクリ

ームの成功と、2005 年にグローバル飲食チェーンが抹茶をベースにした製品を世界展開

したことで加速し、日本国内外で「抹茶ブーム」が出現する契機となった。図 3 に示され

るように、日本における抹茶に関する新聞記事に「アイスクリーム」という言葉が登場し

たのは 1980 年代からであり、2000 年代初頭からは「ラテ」「ケーキ」「カフェ」「プディ

ング」「ムース」といった言葉も登場し、その出現頻度は徐々に増加している。一連の傾

向から、抹茶は菓子類や多様な飲料に利用されていることが示唆される。この事実は、抹

茶の元来の形態である伝統的な茶道における飲料としての形態から、多くの製品群が逸脱

しつつも、社会的に受容され、製品カテゴリーとしての正当性を確立した事実を示唆する

ものである。 



 

 

第二に、図 4 に示されるように、緑茶の総生産量は横ばい傾向にある一方で、抹茶の原

料である碾茶の生産量は、特に 2010 年以降、緑茶の海外輸出の増加に伴い増加している。

具体的には、日本の粗茶の総生産量は 2008 年に 96,000 トンでピークに達し、2022 年に

77,000 トンまで徐々に減少した一方で、碾茶の生産量は 2011 年の 1,161 トンから 2022 年

の 3,809 トンまで着実に増加し続けている（農林水産省、2023 年）。緑茶の輸出量が増加

するに伴い、輸出時に需要の高い有機緑茶の生産も増加している。また、輸出量は 2006

年の 1,576 トンから 2021 年には 6,179 トンに増加し、4 倍の規模に達している。特に、米

国への輸出に関しては、粉末緑茶（主に抹茶（碾茶を粉末化したもの）と、一部に粉末茶

（煎茶を粉末化したもの）を含む）が、2022 年の緑茶輸出量全体の 71%および輸出額全

体の 76%を占める見込みであり（農林水産省、2023 年）、その一因として、米国における

食品サービス業界（カフェやレストラン）での抹茶の需要が著しく高まっていることが指

摘されている（日本茶輸出促進協議会、2017 年）。 

さらに、農林水産省（2023 年）と愛知県（2021 年）の報告によると、碾茶の取引価格

は下落傾向にあり、抹茶も市場拡大と共にコモディティ化が進んでいることが伺える。例

えば、碾茶の平均生産価格は 2008 年に 3,546 円/kg だったが、2022 年には 2,801 円/kg に

減少する見込みである。また、有機栽培の抹茶の生産増加により、碾茶の単価は近年回復

傾向にあるが、飲料用よりも安価な食品加工用抹茶の需要は大きく、低コスト生産方法に

よる碾茶の生産が増加している。 



 

 

 

このような市場における製品カテゴリーの変化は、抹茶製品の形態やターゲット市場の

変化だけでなく、製品の魅力を再構築するプロセスでもあったことが伺える。特に抹茶の

海外輸出においては、その傾向が顕著である。 

例えば、図 5a が示すように、日本語の新聞記事で「抹茶」と共起する単語に焦点を当

てた分析では、2010 年代に抹茶の海外展開が加速した時期には、健康に関連する単語

（「脂肪」、「栄養」、「美容」、「認知機能」、「機能性」など）が徐々に現れ始めたことが確

認できる。他方で、図 5b が示すように、「茶道（日本の茶道文化）」「茶道」「日本」「文化」

「歴史」「文化」といった単語の出現頻度が横ばいになっている傾向が確認できる。これ

らの結果は、新たな製品評価次元である「オーガニック」や「健康」が加わっても、既存

の次元は不変であることを示している。また、図 5c は、新聞記事において「京都」が抹

茶と最も頻繁に組み合わされる単語であり、長年「静岡」がそれに続いていることを示し

ている。西尾や鹿児島などの新たな後発生産地が台頭しているものの、京都と静岡は抹茶

製品カテゴリーにおいて依然として支配的な地位を維持していることが示唆される。した

がって、抹茶の伝統といった古い次元と新しい次元が共存するだけでなく、地域ブランド

とその抹茶とのつながりも一定程度安定的であることが示唆される。 



 

 

 

国内の抹茶市場と比較して、グローバルな抹茶市場では、健康効果などの新たな製品上

の顧客に訴求可能な魅力が存在しつつも、伝統的な魅力が低下していることも伺える。例

えば、図 6a は、2010 年前後にグローバルな抹茶市場が形成された経緯を示している。具

体的には、「ミルク」、「飲料」、「食品」、「クリーム」、「チョコレート」といった単語が抹

茶と頻繁に共起しており、グローバルな抹茶市場が「飲料としての抹茶」と「食品原料と

しての抹茶」の両面から始まったことを示唆している。また、図 6b と図 6c では、「健康」、

「オーガニック」、「タンパク質」といった健康関連の単語が、「風味」という単語と共に

増加していることを確認することができる。 

他方で、「日本」、「伝統」、「地域」といった単語は抹茶と共起して出現するものの、伝

統的な魅力に関連する具体的な用語の存在を確認できなかった。さらに、最も伝統的に支

配的な地域である京都と、抹茶の海外展開をリードする企業に関する記事や用語を除き、

伝統的な魅力に関連する用語の存在も確認できなかった。「伝統」、「地域」といった単語

は「Matcha」と共起するものの、伝統的なアピールに関連する具体的な用語の存在は確認

できなかった。加えて、最も伝統的に支配的な地域である京都と、Matcha の海外展開を

リードする企業である「あいや」という用語を除き、地域名や地域ブランドで「Matcha」

との頻繁な共起関係は確認できなかった。また、京都も他の機能的なアピールと比較して

共起頻度は低水準であった。 



 

 

 

（3）製品市場カテゴリーの変化：消費者側の発見事実 

一般消費者における製品カテゴリーに関する認識上の変化もまた、上述の供給者側で見

られたものと同様の傾向を示している。例えば、図 7a に示されるように、「抹茶」と「緑

茶」を比較すると、抹茶は緑茶のサブカテゴリーとしてかつて存在していたものの、2011

年頃から緑茶よりも顕著に注目される製品に変容してきた事実を確認できる。これは、緑

茶の消費が低迷する中で、抹茶という 1 つの製品セグメントだけが著しく成長しているこ

とを確認するものである。 

次に、図 7b は、日本語で Google で検索された「抹茶京都」「抹茶西尾」「抹茶静岡」

「抹茶鹿児島」の検索頻度を時系列で示したものである。この図に示されるように、「京

都」という単語は日本語で検索される際に「抹茶」と組み合わせて検索されることが多く、

京都が日本において抹茶と関連する地域として依然として認識されていることを示唆して

いる。 

また、「西尾」と「静岡」も「京都」と比べてその頻度は低いものの、組み合わせて検

索される傾向が顕著になっていることが読み取れる。さらに、他の検索語句を分析すると、

「ケーキ」や「スイーツ」といった単語が頻繁に組み合わせて検索されていることが明ら

かとなる。近年では、「ラテ」や「フラペチーノ」といった単語も検索される頻度も高ま

っており、他方で「茶道」や「歴史」といった単語は、依然として安定した検索頻度を維

持していることが伺える。 

 



 

 

英語の検索用語の結果もまた、日本語での検索結果と同様の傾向を示している。例えば、

図 7c に示されるように、「Green tea」は伝統的に最も多く検索されてきた。しかし、

「Matcha」は「Maccha」「Macha」「Matcha」といった表記が徐々に統一され、2023年には

「Green tea」の検索数を上回っている。また、図 7d が示すように、一緒に検索される単

語は、食品関連の「matcha recipe」と「cake matcha」、健康関連の「organic matcha」

と「matcha benefits」、および飲料の新形態に関連する「matcha milk」である。さらに、

「matcha milk」「matcha coffee」「iced matcha」は全体的なトレンドとして増加傾向に

ある一方で、2018 年から 2019 年にかけておよび 2022 年に減少する傾向が読み取れる。そ

の一方で、供給側や国内のトレンドとは異なり、「Japanese matcha」「Zen matcha」など、

歴史や日本文化に関連した伝統に関連する検索用語は皆無である。この事実は、「抹茶」

という用語が、日本や日本文化から独立して人気を博していることを示しており、その傾

向は英語圏市場で一般的に見られる傾向であり、国内市場とは異なるものであることを示

している。 

 

6．考察 

（1）マルチレベルの相互作用 

上記の発見事実を一般化可能な説明モデルとして導出したものが図 8 である。この図は、

マイクロレベルとマクロレベルの異なるレベルの相互作用過程がどのように真正性の経時

的な再構成に寄与したのかを帰納的に理論化した説明モデルである。 



 

図 8：真正性の変容プロセスモデル 

 

 

（2）製品カテゴリー創造 

図 8 に示される多段階の相互作用を通じた説明モデルは、組織が他の組織と地域と競争

する過程で新たな製品形態を創造し、新たな製品カテゴリーを創造するに至る一連の実現

プロセスに焦点を当てて可視化したものである。この実現プロセスは、既存の真正性への

依存度や貢献が相対的に小さく、既存の制度からの制約や拘束が小さい組織によって開始

される。これらの組織は、既存の真正性という点でより真正性の高い組織や地域と競争す

るために、製品の形態を戦略的に改変することが不可欠である。先行研究でも指摘される

ように、本物であることの制約が比較的弱い場合には、真正性の変更行動が相対的に容易

であるはずである。本研究で扱った抹茶市場の事例では、西尾地域を先導した（株）あい

やがそれに該当する。同社は、相対的な劣位の市場地位を活かすことで、加工食品向けの

抹茶の生産を開始した。このような真正性の戦略的改変により、同社と同社が依拠する西

尾地域は、伝統的な製品形態からの逸脱が可能となった。これは、加工用市場への注力を

通じて、既存の真正性の概念が彼らの行動を必ずしも制約しなかったためである。 

さらに、抹茶の用途を飲料から食品へ拡大するには、抹茶に馴染みのない新たな利害関

係者との関与も不可欠であった。これらの新たな利害関係者へのニーズに対応するため、

（株）あいやは抹茶の品質と衛生を測定する新たな基準を考案し、客観的な数値を通じて

コミュニケーションを図る手段を確立した。 

加えて、他の生産地域や組織がこれらの革新的な取り組みを模倣し始めることで、結果



 

として市場レベルでの新たな製品カテゴリーの創造と形成のプロセスが進行したと考えら

れる。これらの先駆的な取り組みは、他の生産地域にとって脅威または成長の機会として

捉えられ、その結果、他の生産地域が同社の取り組みを模倣する形で従来以上に抹茶増産

に注力し、結果的に抹茶製品カテゴリーのさらなる拡大をもたらしたのである。 

カテゴリー出現（category emergence）が市場の外部要因によって駆動されるのに対し、

「カテゴリー創造（category creation）は、市場内の既存の要素を再配置、再解釈、再ラベ

ル付けすることで新たな意味と関連性を生み出すプロセスから生まれる」（Durand & 

Khaire，2017：95）ものである。本研究の事例分析を通じて明らかとなったのは、抹茶の

食品カテゴリーとしての創造過程は、既存の抹茶製品カテゴリーの境界を再解釈し、再定

義し、新たな製品形態と関連付けることで創造されたものである、という事実である。 

特に注目すべき点とは、製品カテゴリーの拡大が、製品の新規顧客層を創出するプロセ

スでもあるという点である。抹茶製品の新たな顧客層への拡大と新たな製品アピールの出

現は、伝統的に本場とされる地域や組織にとって大きな転換や適応の困難を伴う。その結

果、これらの変化に適応できる競争者は限られることとなる。実際、かつて非伝統的とさ

れていた鹿児島を除き、他の生産地域は十分な有機抹茶を生産できず、抹茶製品の海外市

場への展開が出遅れている。しかし、西尾と後発者としての鹿児島の取り組み、そして場

合によっては両地域の主体的な協働を通じて、結果的に抹茶製品の新たな顧客層が成功裡

に創出され、抹茶製品全体のカテゴリーが拡大したのである。 

 

7．結論 

（1）真正性の再構成 

本研究の一連の分析から明らかとなったのは、新たな顧客層の発見と拡大そして製品市

場の拡大過程で生み出される新たな製品上の魅力とそれに呼応する評価次元の創造過程が、

結果としてこれまでの真正性とは異なる真正性の転換という「真正性の再構成と変容」を

もたらすという点にある。伝統的な形態に馴染みのない消費者を引き付けるためには、製

品カテゴリーの新たな創造を通じて、新たな製品形態を創造することが不可欠ある。しか

し、カテゴリー創造自体が真正性の再構成の直接的な原因ではないことに注意が必要であ

る。むしろ、製品カテゴリーの顧客基盤が拡大した後、そのような新たな顧客が立脚する

評価次元への訴求を通じて、既存製品に新たな魅力が生まれ、結果として既存の真正性の

再構築と変容を通じて新たな評価次元が形作られ始めることを本研究の結果は示唆してい

る。 

先行研究は、顧客基盤の拡大と多様な消費者層へのアピールが、製品評価時に既存の本

物の次元が軽視される傾向があることを示している（Pozner et al.，2022）。この知見

に基づけば、製品カテゴリーの「真正性」の意義を定義する次元は、以下の 2 つの主要な

プロセスを通じて再構成され、結果的に変容する可能性が示唆される。具体的には、第一



 

に既存の真の価値の次元を維持しつつ、新しい製品形態から成る新たな製品評価次元が創

造され、その上で第二にこれらの新しい製品形態と既存の価値の次元とを組み合わせるこ

とで、古い評価次元と新しい評価次元とを融合させるというプロセスである。 

実際、抹茶の場合、2010 年代に抹茶製品の海外展開が実現するまで、健康効果などの

新たな魅力は顕在化しなかった。実際、食品用の抹茶など抹茶の新たな製品形態は、日本

の伝統といった既存の「本物らしさ」の次元を伴いながら主に海外に輸出され、海外展開

の足がかりとなった。しかしその後、抹茶製品が新たな顧客層に拡大する過程で、事後的

に有機栽培の重要性や健康効果といった新たな「本物らしさ」の評価次元が消費者におい

ても訴求されるようになったのである。 

最後に、真正性の意味の保存と変革のパラドックスについて、本研究が示した真正性の

再構成・変容プロセスは、新しい評価次元と古い評価次元とが融合する市場領域と、古い

評価次元が徐々に消滅する市場領域とが異なる形で存在することを示唆している。例えば、

国内の日本抹茶市場では新しい次元と古い次元が共存しているが、グローバルな抹茶市場

では古い次元の真正性という評価次元はほぼ消滅している。 

（2）むすび 

本研究の学術的貢献は、以下の 3 点である。第一の学術的貢献とは、組織と生産地域が

真正性の再構成と変容を通じて、新たな真正性を確立する具体的なプロセスを明らかにし

た点である。既存研究では、エージェントが脅威や不利な状況下にある場合、または真正

性が事前に確立されていない場合に、新たな真正性の確立に取り組むことが示されている

（Lehman et al.，2019；Schifeling & Demetry，2021）。これらの知見を踏まえると、

本研究は真正性の確立において相対的に不利な地位にある主体が、既存の真正性の価値に

縛られない既存製品や新たな消費者層の潜在性を探索し、新たに探索したセグメントにお

いて新しい真正性を構成する新たな次元を加える具体的なプロセスを明らかにしたという

点で真正性に関する新たな理解をもたらしている。 

第二の学術的貢献とは、単一の分析レベルに焦点を当てがちな既存研究とは対照的に、

本研究は複数の分析レベル間の相互作用および各レベル内の相互作用を調査し、歴史、伝

統、地域に結びついた本物であることの価値や意味がどのように変容するかを明らかにし

た点にある。具体的には、組織や地域間の競争がカテゴリー創造と製品カテゴリーの拡大

を促す仕組みを明らかにした。単一事例分析ではあるものの、カテゴリー創造が新たな顧

客層への製品展開の足がかりとなり、これが既存の顧客層と新規獲得した顧客層の両方で

新たな本物であることを評価する新規評価次元を導入するプロセスも明らかにしたという

点で、既存研究の真正性に関する理解を前進させるものである。 

第三の学術的貢献とは、本物であることの意味の保存と更新のパラドックスを管理する

上で、本研究が貴重な洞察を提供している点にある。本研究の事例分析が示唆するように、

伝統的に真正性を代表する組織や地域が革新的な取り組みを事後的に模倣する程度と、新



 

たに獲得した顧客層が製品の伝統や歴史に関する事前知識を有するか否かが、新たに定義

された真正性の構成に影響を与えることを示している。具体的には、既存の真正性に立脚

する地域が比較劣位にある地域の取り組みを模倣し、顧客層が製品の伝統や歴史に関する

知識を有する場合、古い評価次元と新しい評価次元に基づく真正性とが共存する可能性が

示唆される。この行動は、伝統的な本物であることの次元を保持しつつも、既存の真正性

が完全に変容する領域を創造することが可能であることを示唆するものである。さらに、

製品カテゴリーの拡大を新しい顧客層に限定しつつカテゴリー創造を実現することは、古

い意味の保存と新しい意味の導入を調和させるのに役立つ可能性も指摘可能である。ただ

し、製品カテゴリーを新しい顧客層に拡大しない場合、新しい真正性の次元は全く出現し

ない可能性も指摘可能である。 

もっとも上記の議論は、これからの他事例を通じた検証が必要な論点である。さらなる

検証を待つ必要がある理論仮説でもある。本研究は、単一事例研究のアプローチを採用し

たため、一般化可能性に限界がある。したがって、本研究から導き出せる仮説を定量的に

検証するためには、当然のことながら将来的な追加検証が必要となる。 
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